山口市農作業受託者支援事業実施要領
　（趣旨）
第１条　本事業は、農業従事者の高齢化による担い手の確保・農産物の価格の低迷など、農業生産構造が脆弱化する中、農作業受託者の農業機械整備の負担を軽減することにより、受託者の安定的な農業経営を確立するとともに、地域農業の維持を図ることを目的とする。
（事業の実施要件）
第２条　事業実施主体は、下記の全ての要件を満たしていること。

１　別表を満たしていること。
　（事業実施状況の報告）
第３条　交付対象者は、事業実施年度から３年間、当該年度における利用状況等について、翌年度の６月末までに山口市農作業受託者支援事業実施状況報告書(別記第２号様式)により市長に報告するものとする。
　　　

附　則

(施行期日)

１　この要領は、令和７年４月１日から施行する。

　 （有効期限）

２　この要領は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに交付の申請が行われた補助金の交付等については、なお従前の例による。
別表（第２条第１項関係）
	山口市農作業受託者支援事業実施基準

	第1　交付対象者
　交付対象者は、次に掲げるすべての要件を満たすものとする。
1　山口市内において主な基幹作業※の作業受託を一作業あたり3ha以上行っており、契約書を交わしている団体または個人。
2　農地所有適格法人・認定農業者・認定新規就農者でないこと
· 主な基幹作業とは、水稲にあっては耕起・代かき、田植え、収穫・脱穀、麦及び大豆にあっては耕起・整地、播種、収穫、その他の作目にあってはこれらに準ずる農作業を言う。

第2　対象機械

対象となる機械は、次のとおりとする。

機械整備

トラクター、田植機、コンバイン、畑作物用の収穫機、その他受託作業に特に必要と判断する機械及び附帯機械

第3　補助対象経費
補助金の交付対象となる経費は、農業機械の導入経費から消費税を除いた額となります。

第4　対象機械の導入については、次によるものとする。
　1　交付決定後に発注したものであること。

2　本事業により導入する機械が、他の事業の補助対象となっていないこと。
3　一の補助対象者につき、同一年度に１回限り申請できる。

4　本事業により導入する機械の利用範囲に、山口市を含むこと。

5　本事業により導入した機械については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令に定める耐用年数を経過しないうちに、売却、譲渡、破損や故障等による処分等は、原則認めないものとする。

6　機械等の見やすい位置に補助事業名および補助対象者名を印字すること又は印字したシールを貼り付けること。
第5　補助額等

1　補助額は、第3に定める補助対象経費に次表に定める補助率を乗じた額以内とし、1千円未満は切り捨てとする。

2　1組織の補助金限度額は、次表に定める金額とする。ただし、交付決定後の補助金額の増額は認めないものとする。

事業内容

補助率

補助金限度額

機械整備

4／10

50万円




